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食の安全安心推進計画の基本的な考え方





計画の位置づけ


大阪府食の安全安心推進条例第8条に基づく長期計画


１　総合的かつ長期的に講ずべき食の安全安心の確保に関する施策の大綱


２　その他、食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項





計画の体系


１：「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」


２：「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備」


３：「情報の収集及び提供」





計画の期間


５カ年計画（平成25年度から29年度）





現在の計画の3つの視点


１：生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保


監視指導体制の整備


�
生産から消費に至る一連の行程の各段階において、食品等の安全性を確保するため、監視、指導その他の必要な措置を講じます。�
�
農林水産物の生産過程での法令の遵守


�
府の区域内に流通している農林水産物について、その生産過程において適用される法令に違反、又は違反の疑いがあることが判明した場合には、生産地を管轄する地方公共団体に、再発を防止するために必要な措置を講ずるように要請します。�
�
表示の適正化の推進


�
食品等の表示が適正に実施されるよう、監視、指導を行います。食品等の表示に係る制度の普及啓発を行います。�
�
２：健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備


ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの促進�
関係者相互の情報及び意見の交換の促進を図ります。�
�
緊急時の体制の整備�
食品による重大な健康被害など、緊急事態への対処や発生の防止に関する体制を整備します。�
�
健康被害の拡大防止のための情報の公表�
食品によるものと疑われる重大な健康被害が発生した場合、科学的に因果関係が確定しない段階でも、蓋然性が高く、被害が拡大するおそれがあるときは、専門家の意見を聴いた上で、速やかに情報を公表します。�
�
自主回収報告制度�
特定事業者は、食品衛生法に違反する又はその疑いがある食品を自主回収する場合は、保健所へ報告しなければなりません。府は自主回収が円滑に行われるよう事業者を指導するとともに、府民へ自主回収の情報を提供します。�
�
調査研究等の推進�
食品等の安全性の確保に関する調査研究や技術開発を推進します。�
�
３：情報の収集及び提供


正しく分かりやすい情報の収集及び提供�
食品等の安全性に関する最新の情報を収集、整理、分析し、府民及び食品関連事業者に提供します。�
�
知識の普及啓発等�
食の安全安心の確保に関する知識の普及啓発に努めます。食育の推進を通じて、食の安全安心の確保に関する知識の向上を図ります。�
�
事業者の取組の支援�
食品関連事業者の食の安全安心の確保に関する自主的な取組を促進するため、情報の提供、助言、認証等の支援を行います。�
�
顕彰の実施�
事業者の食の安全安心への取組を促すため、顕彰制度を取り入れ、積極的な取組を奨励します。�
�






現計画策定以降の主な出来事





＜食にまつわる状況＞


▽中国における牛乳へのメラミン混入製品（平成20年）


▽アレルギー物質の指定追加（えび、かに）（平成20年）


▽JAS法の改正（産地偽装に対する直罰化）(平成21年）


▽消費者庁の設置（平成21年）


▽口蹄疫の発生（平成22年）


▽高病原性鳥インフルエンザの発生（平成22年）


▽食品の放射性物質による汚染（平成23年）


▽米トレーサビリティ法の施行（平成23年)


▽生食用食肉の規格基準化（平成23年）





＜大阪府の新たな取組み＞


▽大阪版食の安全安心認証制度の創設（平成21年)


▽食の安全安心メールマガジンの開始（平成21年)





計画の見直し


向こう5年間で重点的に取組むテーマと方向性を提示





放射性物質に対する食品の安全性確保対策（新規）


＜大阪府の平成23年中に行った対策＞


・出荷制限が指示された食品の流通監視(3月)


・海外へ輸出される食品に関する証明書の申請受付開始(4月)


・高濃度の放射性セシウムが含まれた稲わらを給与された牛の流通調査(7月)


・東北・関東地域からの稲わら等の流通・使用等に関する府内農家の調査(7月)


・高濃度の放射性セシウムが含む可能性のある腐葉土の調査(8月）


・食品の放射性物質検査を実施(8月)


・放射性物質を含む可能性のあるしいたけ用原木の調査(9月)


・シンポジウム「放射性物質と食を考える」の開催(11月)





協議会等スケジュール


2月�
第11回協議会


　第2期計画の諮問�
�
3月


�
�
�
4月


�
�
�
5月�
庁内ＰＴ会議　�
�
　�
・第2期計画素案作成�
�
6月�
　�
�
　�
　�
�
7月�
第12回協議会�
�
　�
・第2期計画素案の審議�
�
8月�
　�
�
　�
　�
�
9月�
庁内ＰＴ会議　�
�
　�
・第2期計画素案作成�
�
10月�
第13回協議会�
�
　�
・第2期計画案完成�
�
11月�
第2期計画案の公表


パブリックコメント募集�
�
12月�
庁内ＰＴ会議　�
�
　�
・パブコメ後改正案作成�
�
1月�
　�
�
　�
　�
�
2月�
第14回協議会�
�
　�
・第2期計画案の答申�
�
3月�
第2期推進計画　策定・公表


�
�
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